
大阪府後期高齢者医療広域連合

統一的な新公会計基準に基づく財務書類

平成28年度



【様式第１号】

（平成29年３月31日現在）
（単位：千円）

金額 金額
【資産の部】 【負債の部】

固定資産 14,554,327    固定負債 -                 
有形固定資産 8,736           地方債 -                 

事業用資産 3,708           長期未払金 -                 
土地 -                 退職手当引当金 -                 
立木竹 -                 損失補償等引当金 -                 
建物 4,515           その他 -                 
建物減価償却累計額 -847            流動負債 19,797,641    
工作物 -                 １年内償還予定地方債 -                 
工作物減価償却累計額 -                 未払金 19,797,641    
船舶 -                 未払費用 -                 
船舶減価償却累計額 -                 前受金 -                 
浮標等 -                 前受収益 -                 
浮標等減価償却累計額 -                 賞与等引当金 -                 
航空機 -                 預り金 -                 
航空機減価償却累計額 -                 その他 -                 
その他 795              
その他減価償却累計額 -755            
建設仮勘定 -                 負債合計 19,797,641    

インフラ資産 -                 【純資産の部】
土地 -                 固定資産等形成分 14,554,327    
建物 -                 余剰分（不足分） 10,235,660    
建物減価償却累計額 -                 
工作物 -                 
工作物減価償却累計額 -                 
その他 -                 
その他減価償却累計額 -                 
建設仮勘定 -                 

物品 7,182           
物品減価償却累計額 -2,155          

無形固定資産 -                 
ソフトウェア -                 
その他 -                 

投資その他の資産 14,545,591    
投資及び出資金 -                 

有価証券 -                 
出資金 -                 
その他 -                 

投資損失引当金 -                 
長期延滞債権 -                 
長期貸付金 -                 
基金 14,545,591    

減債基金 -                 
その他 14,545,591    

その他 -                 
徴収不能引当金 -                 

流動資産 30,033,301    
現金預金 28,133,938    
未収金 1,959,120      
短期貸付金 -                 
基金 -                 

財政調整基金 -                 
減債基金 -                 

棚卸資産 -                 
その他 -                 
徴収不能引当金 -59,757        純資産合計 24,789,986    

資産合計 44,587,628    負債及び純資産合計 44,587,628    

科目 科目

貸借対照表



【様式第２号】

（単位：千円）
金額

経常費用 1,041,992,186                

業務費用 5,424,868                     

人件費 13,841                         

職員給与費 12,656                         

賞与等引当金繰入額 -                                 

退職手当引当金繰入額 -                                 

その他 1,185                           

物件費等 5,353,726                     

物件費 5,351,678                     

維持補修費 344                             

減価償却費 1,704                           

その他 -                                 

その他の業務費用 57,302                         

支払利息 952                             

徴収不能引当金繰入額 56,350                         

その他 -                                 

移転費用 1,036,567,318                

補助金等 1,017,264,534                

社会保障給付 -                                 

他会計への繰出金 -                                 

その他 19,302,783                    

経常収益 1,755,467                     

使用料及び手数料 -                                 

その他 1,755,467                     

純経常行政コスト -1,040,236,719              

臨時損失 -                                 

災害復旧事業費 -                                 

資産除売却損 -                                 

投資損失引当金繰入額 -                                 

損失補償等引当金繰入額 -                                 

その他 -                                 

臨時利益 -                                 

資産売却益 -                                 

その他 -                                 

純行政コスト -1,040,236,719              

科目

行政コスト計算書
自　平成28年４月 １日
至　平成29年３月31日



【様式第３号】

自　平成28年４月 １日
至　平成29年３月31日

（単位：千円）

科目 合計
固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 22,304,437         19,079,616         3,224,822          

　純行政コスト（△） -1,040,236,719   -1,040,236,719   

　財源 1,042,722,268     1,042,722,268     

　　税収等 426,112,498       426,112,498       

　　国県等補助金 616,609,770       616,609,770       

　本年度差額 2,485,549          2,485,549          

　固定資産等の変動（内部変動） -4,525,289         4,525,289          

　　有形固定資産等の増加 -                      -                      

　　有形固定資産等の減少 -1,704              1,704                

　　貸付金・基金等の増加 -                      -                      

　　貸付金・基金等の減少 -4,523,585         4,523,585          

　資産評価差額 -                      -                      

　無償所管換等 -                      -                      

　その他 -                      -                      -                      

　本年度純資産変動額 2,485,549          -4,525,289         7,010,838          

本年度末純資産残高 24,789,986         14,554,327         10,235,660         

純資産変動計算書



【様式第４号】

（単位：千円）
金額

【業務活動収支】
業務支出 1,042,907,898        

業務費用支出 25,643,364            
人件費支出 13,841                  
物件費等支出 5,352,022              
支払利息支出 952                      
その他の支出 20,276,550            

移転費用支出 1,017,264,534        
補助金等支出 1,017,264,534        
社会保障給付支出 -                         
他会計への繰出支出 -                         
その他の支出 -                         

業務収入 1,044,250,670        
税収等収入 426,112,498           
国県等補助金収入 616,609,770           
使用料及び手数料収入 -                         
その他の収入 1,528,402              

臨時支出 -                         
災害復旧事業費支出 -                         
その他の支出 -                         

臨時収入 -                         
業務活動収支 1,342,772              
【投資活動収支】

投資活動支出 9,639,430              
公共施設等整備費支出 -                         
基金積立金支出 9,639,430              
投資及び出資金支出 -                         
貸付金支出 -                         
その他の支出 -                         

投資活動収入 14,163,015            
国県等補助金収入 -                         
基金取崩収入 14,163,015            
貸付金元金回収収入 -                         
資産売却収入 -                         
その他の収入 -                         

投資活動収支 4,523,585              
【財務活動収支】

財務活動支出 -                         
地方債償還支出 -                         
その他の支出 -                         

財務活動収入 -                         
地方債発行収入 -                         
その他の収入 -                         

財務活動収支 -                         
本年度資金収支額 5,866,357              
前年度末資金残高 22,267,582            
本年度末資金残高 28,133,938            

前年度末歳計外現金残高 -                         
本年度歳計外現金増減額 -                         
本年度末歳計外現金残高 -                         
本年度末現金預金残高 -                         

科目

資金収支計算書
自　平成28年４月 １日
至　平成29年３月31日



附属明細書
１．貸借対照表の内容に関する明細
（１）資産項目の明細
①有形固定資産の明細 （単位：千円）

区分
前年度末残高

（Ａ）
本年度増加額

（Ｂ）
本年度減少額

（Ｃ）

本年度末増減
（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ）

（Ｄ）

本年度末
減価償却累計額

（Ｅ）
本年度償却額

差引本年度末残
高

（Ｄ）－（Ｅ）
事業用資産 5,310                -                      -                      5,310                1,602                268                  3,708                
　土地 -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      
　立木竹 -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      
　建物 4,515                -                      -                      4,515                847                  188                  3,668                
　工作物 -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      
　船舶 -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      
　浮標等 -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      
　航空機 -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      
　その他 795                  -                      -                      795                  755                  79                    40                    
　建設仮勘定 -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      
インフラ資産 -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      
　土地 -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      
　建物 -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      
　工作物 -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      
　その他 -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      
　建設仮勘定 -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      
物品 7,182                -                      -                      7,182                2,155                1,436                5,027                

合計 12,492              -                      -                      12,492              3,756                1,704                8,736                

②有形固定資産の行政目的別明 （単位：千円）

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 合計

事業用資産 -                      -                      3,708                -                      -                      -                      -                      3,708                
　土地 -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      
　立木竹 -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      
　建物 -                      -                      3,668                -                      -                      -                      -                      3,668                
　工作物 -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      
　船舶 -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      
　浮標等 -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      
　航空機 -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      
　その他 -                      -                      40                    -                      -                      -                      -                      40                    
　建設仮勘定 -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      
インフラ資産 -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      
　土地 -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      
　建物 -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      
　工作物 -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      
　その他 -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      
　建設仮勘定 -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      
物品 -                      -                      5,027                -                      -                      -                      -                      5,027                

合計 -                      -                      8,736                -                      -                      -                      -                      8,736                



④基金の明細 （単位：千円）

種類 現金預金 有価証券 土地 その他
合計

（貸借対照表計上額）
（参考）財産に関する

調書記載額

財政調整基金 -                         -                         -                         -                         -                            -                            

減債基金 -                         -                         -                         -                         -                            -                            

後期高齢者医療給
付費準備基金

14,545,591            -                         -                         -                         14,545,591               14,545,591               

合計 14,545,591            -                         -                         -                         14,545,591               14,545,591               



⑦未収金の明細 （単位：千円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

分担金・負担金（一般会計） - -

分担金・負担金（後期高齢者医療特別会計） 494,858                      -

使用料・手数料（一般会計） - -

使用料・手数料（後期高齢者医療特別会計） - -

諸収入（一般会計） - -

諸収入（後期高齢者医療特別会計） 1,464,262                    59,757                        

合計 1,959,120                    59,757                        



３．純資産変動計算書の内容に関する明細

（１）財源の明細 （単位：千円）

会計 区分 金額

-                  

-                  

-                  

-                  

-                  

-                  

-                  

-                  

-                  

2,229            

-                  

184,032         

186,261         

186,261         

186,261         

-                  

-                  

-                  

426,112,498   

426,112,498   

-                  

-                  

-                  

-                  

344,442,662   

86,291,188     

185,689,658   

616,423,509   

616,423,509   

1,042,536,007 

（２）財源情報の明細 （単位：千円）

国県等補助金 地方債 税収等 その他

1,040,236,719 616,609,770 - 426,112,498 -2,485,549 

-1,704 - - - -1,704 

-4,523,585 - - - -4,523,585 

- - - - - 

1,035,711,430 616,609,770 - 426,112,498 -7,010,838 合計

区分 金額

地方税

地方交付税

地方譲与税

後期高齢者交付金

小計

国庫支出金

純行政コスト

有形固定資産等の増加

貸付金・基金等の増加

国庫支出金

都道府県等支出金

内訳

市町村等支出金

財源の内容

その他

計

経常的補助金

国庫支出金

都道府県等支出金

特別会計

計

小計

合計

市町村等支出金

税収等

国県等補助金

資本的補助金

経常的補助金

都道府県等支出金

計

市町村等支出金

計

小計

合計

一般会計

税収等

地方税

地方交付税

地方譲与税

後期高齢者交付金

小計

国県等補助金

資本的補助金

国庫支出金

都道府県等支出金

市町村等支出金



４．資金収支計算書の内容に関する明細

（１）資金の明細 （単位：千円）

種類 本年度末残高

現金 -                            

要求払預金 833,938                   

短期定期預金 27,300,000               

短期投資 -                            

合計 28,133,938               



１ 重要な会計方針

①有形固定資産等の評価基準及び評価方法

実際の取得原価に基づき評価しています。

②有価証券等の評価基準及び評価方法

該当事項はありません。

③有形固定資産等の減価償却の方法

定額法によっています。

④引当金の計上基準及び算定方法

⑤リース取引の処理方法

該当事項はありません。

⑥資金収支計算書における資金の範囲

⑦その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等は税込方式によっています。

２ 重要な会計方針の変更等

該当事項はありません。

３ 重要な後発事象

該当事項はありません。

４ 偶発債務

該当事項はありません。

５ 追加情報

① 対象範囲（対象とする会計名）

一般会計及び後期高齢者医療特別会計を対象としています。

② 出納整理期間について

③ 財務書類の表示金額単位

記載金額は千円未満を四捨五入して表示しているため、合計が一致しない場合があります。

④ 基準変更による影響額及び影響額の内訳

⑤ 純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

⑥ 既存の決算情報との関連性

ストック情報（資産・負債）や現金支出を伴わないコストを発生主義で認識しています。

⑦ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳

資金収支計算書の業務活動収支 1,342,772 千円

減価償却費 ▲ 1,704 千円

未払金の増減額 478,909 千円

徴収不能引当金の増減額 ▲ 56,350 千円

未収金の増減額  721,923 千円

純資産変動計算書の本年度差額 2,485,549 千円

貸借対照表の純資産における固定資産等形成分とは、資産形成のために充当した資源の蓄積を
いい、固定資産の額に相当する金額を計上しています。また、余剰分（不足分）とは、費消可能な
資源の蓄積（原則として金銭）をいい、流動資産から負債を控除した額を計上しています。

平成28年度期首時点において、固定資産として計上すべきものの見直しを行い、また、発生主義
の適用による未収金（1,237,206千円）及び未払金（20,276,550千円）の計上等により、資産が
1,234,515千円増加し、負債が20,276,550千円増加し、結果、総務省方式改訂モデルに基づく財務
書類と比較して、純資産が19,038,068千円減少しています。

地方自治法第235条の５の規定により出納整理期間が設けられています。当会計年度に係る出納
整理期間（平成29年４月１日～５月31日）における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会
計年度末の計数としています。

現金（手許現金、要求払預金）及び現金同等物（１年以内の定期預金、出納整理期間中の取引に
より発生する資金の受払いも含む）を資金収支計算書における資金の範囲としています。

該当事項はありません。なお、出向者に係る給与については出向元で負担されているため、賞与
引当金についても計上していません。


